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令和３年度 ２月補正予算（その２）の概要 

 

１ 補正予算のポイント 

 

〇国の令和３年度補正予算（第１号）に対応して、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止策や観光需要の喚起策、事業継続の支援などの取組を進める。 

〇２月補正予算（その２）は、令和４年度当初予算と一体的に予算編成を行う。 

 

 

２ 補正予算の規模 

  
 
 
 
 
 

（単位：千円、％）

補正前 今回補正額 補正後 伸び率

A B B/A

一般会計 920,116,395 14,828,226 934,944,621 101.6%

特別会計 327,776,524 327,776,524

企業会計 60,360,643 60,360,643

合　計 1,308,253,562 14,828,226 1,323,081,788 101.1%
 

 

 

 

（参考１）同時期の一般会計予算額の推移 

（単位：百万円）

H29 H30 R元 R2

２月補正額 14,922 15,437 16,893 33,471

　公共事業分 14,322 14,953 14,862 28,174

　非公共分 599 484 2,030 5,297

補正後累計 732,772 721,879 737,407 876,479

※令和3年度2月補正予算（その２）は、上表の「非公共分」に該当し、

　令和3年度1月補正予算は、上表の「公共事業分」に該当する。
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３ 歳入の主要点 
 

○国の令和３年度補正予算（第１号）による国庫支出金及び新型コロナウイルス感染症

対応地方創生臨時交付金を活用する。 

 

（歳入の内訳） 

（単位：千円）

国庫支出金 201,997,393 13,315,666 215,313,059

うち新型コロナウイルス感染症対応

　　地方創生臨時交付金
58,846,823 276,058 59,122,881

県債 140,032,000 1,260,000 141,292,000

繰入金 15,871,626 252,560 16,124,186

項目 補正額補正前 補正後

 
 

 

（参考２）新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の推移 

 ※県が取り組む新型コロナ対策に広く活用できる交付金 

 

（単位：百万円）

現計 今回予算額

22,007 59,123 58,847 276 81,129

R3R2 累計額

 
 

 

（参考３）財政調整のための基金の残高 

 

（単位：百万円、％）

補正前 増減額 補正後 前年度同期 前年度同期比

20,275 ▲ 113 20,162 7,953 253.5%

 
 

 

※それぞれの金額を四捨五入しているため、各表の合計等が合わない場合があります。 
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４ 一般会計における歳出の主要点 
 

（１）新型コロナウイルス感染症対策        計125億5,821万8千円 

＜主な事業＞ 

①介護施設や障害者福祉施設、県立学校、幼稚園等の感染防止対策への支援 

（医療保健部、子ども・福祉部、教育委員会）                 2億2,333万9千円 

  高齢者や障がい者、子どもたちが利用する施設等が取り組む感染防止対策や施設の改

修等の取組に対して、国の補正予算を活用して支援等を行う。 

 （主な取組） 

 ・高齢者施設の感染拡大防止のためのゾーニング環境等の整備支援 1億4,000万円 

－補助率：10/10、補助上限：350万円/施設、40施設分 

・障害福祉サービス等事業者に対するサービス継続支援 15,219千円 

－衛生用品等の購入費用の補助 

  －補助率：10/10、補助上限：3千円～40千円／事業所 2,345事業所分 

・公立幼稚園が行う衛生用品の購入補助 26,000千円 

－補助率1/2、補助上限：50万円／園、104園分 

 ・県立学校で必要な衛生用品（手指消毒液等）の購入 38,678千円 等 

 

 

②不安や困難を抱える女性等に対する相談体制の拡充やＡＩチャットボットを活用し

た情報発信（子ども・福祉部、環境生活部）                     2,386万7千円 

  不安や困難を抱える女性等を支援するため、国の補正予算を活用して県男女共同参画

センターの相談体制の拡充やＳＮＳ広告による周知を図るとともに、ＡＩチャットボッ

トを活用して情報発信を強化する。 

 

 

③幼稚園等におけるＩＣＴ化の推進に向けた支援（子ども・福祉部、教育委員会） 

      5,625万円 

  国の補正予算を活用し、公立・私立幼稚園等におけるＩＣＴ環境整備を支援する。 

  ・私立幼稚園及び幼稚園型認定こども園向け 

－補助率3/4 補助上限：100万円／園 43施設分 

  ・公立幼稚園向け 

－補助率3/4 補助上限：100万円／園 32園分 
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④就労系障害福祉サービス事業所における事業継続・拡大に向けた支援 

（子ども・福祉部）   315万円 

  国の補正予算を活用して、就労系障害福祉サービス事業所が行う新たな生産活動への

転換等を支援する。 

  ・補助率10/10 補助上限：30万円／施設 13事業所分 

 

 

⑤地域間幹線バスの運行支援(地域連携部)             １億7,500万円 

  地域の生活交通を確保するため、地域間幹線バスの運行費用に対して国と協調して追

加支援を行う。 

・補助率：国1/2、県1/2 

  

 

⑥観光需要の喚起（雇用経済部）                        118億3,682万3千円 

  国の「地域観光事業支援」制度を活用し、県内での旅行需要の喚起や観光地での消費

促進を目的とした旅行割引、地域共通クーポンの発行を実施し、県内観光関連事業者を

支援する。 

・県が実施する新たなGoToトラベル事業 

－割引率：上限20％、割引額：上限8,000円、クーポン券：上限3,000円 

 

 

（参考４）新型コロナウイルス感染症対策事業の予算累計 

  

（単位：百万円）

現計 今回予算額

420 95,504 138,514 125,956 12,558 234,438

R2 R3 累計額R元

 
今後も状況を注視しながら、緊急度に応じて必要な対策を順次実施。 
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（２）その他国補正予算への対応          計22億7,000万8千円 

＜主な事業＞ 

⑦福祉人材の確保（子ども・福祉部）                          8,380万5千円 

  保育士を確保するため、国の補正予算を活用して修学資金等の貸付に必要な原資を確

保する。 

 

 

⑧児童養護施設職員等の処遇改善（子ども・福祉部）                1,177万2千円 

  国の補正予算を活用して、社会的擁護を担う児童養護施設職員等の処遇改善を図る。 

  ・10,900円×540人×2か月（2、3月分）=11,772千円 

   ※R4.4月以降分はR4当初予算計上 

 

 

⑨木材産業の競争力強化対策（農林水産部）            7,011万5千円 

  国の補正予算を活用して、木材製品の競争力強化のために、木材関係事業者が行う木

材加工施設の整備等を支援するとともに、原木を安定的に供給する林業事業体が行う間

伐や路網整備等を支援する。 

・木材産業国際競争力強化対策事業 6,560千円 

－補助率   ：国1/2以内（県負担なし） 

－補助対象者 ：木材関係事業者等（製材所、集成材工場、合板工場） 

－補助対象経費：木材加工等にかかる施設整備や機械の購入・設置等 

・原木安定供給促進事業 63,555千円 

 ・補助率   ：定額補助 

・補助対象者 ：林業事業体等（森林組合等） 

・補助対象経費：間伐材の生産及び路網整備、高性能林業機械の導入等 

 

 

⑩県立学校における産業教育施設や特別支援学校施設の整備（教育委員会） 

15億6,920万7千円 

  国の補正予算を活用して、実習船「しろちどり」に代わる新しい実習船の建造や特別

支援学校の狭隘化対策、産業教育施設の新設を行う。 

（主な取組） 

  ・新たな実習船の建造 8億4,566万2千円 

  ・稲葉特別支援学校の改修 3億8,238万9千円 

  ・杉の子特別支援学校石薬師分校の改修 1億9,136万円 

  ・明野高校及び伊賀白鳳高校の農業実習用温室の増棟 1億2,426万円 等 
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⑪介護施設等の防災・減災対策への支援（医療保健部）         1億7,386万3千円 

  国の補正予算を活用して、高齢者施設等における非常用自家発電設備整備を支援する。 

・補助率：3/4、５施設分 

 

 

⑫漁村地域の防災・減災対策への支援（農林水産部）           6,000万円 

  国の補正予算を活用して、国土強靱化に資するため、津波避難施設の整備を支援する。 

  ・負担割合：国1/2、市町1/2 

 

 

⑬地籍調査費負担金（地域連携部）                  8,717万6千円 

  大規模災害時に備えた防災・復旧対策の推進や、インフラ整備の円滑化を図るために、

緊急性が高い地域における地籍調査を実施する市町を支援する。 

・負担割合：国1/2、県1/4、市町1/4 

 

 

⑭国立公園の整備(農林水産部)                   5,473万8千円 

  国の補正予算を活用して、県内の国立公園利用者の安全で快適な滞在のための施設整

備を行う。 

・伊勢志摩国立公園内の自然公園「ともやま公園」のトイレ整備 


